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NDCに係る動向の調査: 概要

0 調査対象国の現行NDC、セクター別GHG排出、エネルギー需給、
および経済構造の比較

5 GX実現に向けた、エネルギー以外の各分野における主要な支援・
規制措置の動向

その他ＧＸ実現に向けた各分
野（産業・業務・家庭・運輸）に
おける支援 ・ 規制措置

4 調査対象国のCPの価格水準や今後の予想水準

炭素市場の制度設計に関する最新情勢 (英国のカーボン・プライ
ス・フロア（CPF） のようなCPの加重策等)

カーボンプライシング（CP）の
導入状況

現行NDC実現に向けたエネルギー政策 （含：法律、税制、予算等）

次期NDCの公表に向け、中長期的なエネルギー政策の変更内容

3 中長期的なエネルギー政策

ウクライナ侵略によるエネルギー情勢変化を踏まえた、エネルギー
政策や脱炭素戦略の変更有無、および変更した／しなかった背景
事情に関する考察

2 ウクライナ侵略以降の足元の
エネルギー政策

調査対象国の次期NDCやその最新の検討状況 （NDC決定の基礎
となる政策目標、関係するエネルギー需給見通し、電源構成、その
策定方法等）

次期NDCの実現に向けた対象国の政策パッケージの詳細

1 次期NDCに関する情報

各国の特徴比較

カテゴリ 詳細 対象国

G7 A 米国

B カナダ

C 英国

D ドイツ

E フランス

F イタリア

欧州 G EU

H スペイン

APAC I インド

J 中国

K 韓国

L 豪州
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アジェンダ
0. 各国の特徴比較

1. 次期NDCに関する情報

2. ウクライナ侵略以降の足元のエネルギー政策

3. 中長期的なエネルギー政策

4. カーボンプライシング（CP）の導入状況

5. その他ＧＸ実現に向けた各分野（産業・業務・家庭・運輸）における支援 ・
規制措置
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0 | 各国のエネルギー安定供給に関連する指標の横比較
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一次エネルギー自給率 (2021年); %

 豪州・カナダ・米国はエネルギー
自給国であるため、エネルギー安
定供給はさほど論点ではない

 ドイツ・イタリア・フランスは脱ロシ
アと自給率向上を同時に達成が
可能な再エネシフトを加速

 日本・韓国・英国・スペインは、従
来よりエネルギー安定供給・安全
保障の向上が3Eで重要な国々で
あり、ガス・LNGの購入拡大が鍵

主な示唆

資料: IRENA, IEA, EIA
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0 | 各国の気候変動に対する国民意識と政府開示の度合い
の比較

現在の気候変動対策への国民意識・許容度1 

脱炭素コストの開示度 低位

低

高 分析手法と共に総
コスト・投資・家計
への影響を開示

分析手法と一部の
コスト (例: 投資) を
開示

公式の開示なし

中位 高位

一部のコストのみを
開示

脱炭素コストの見通しは、国によって
開示度合いが様々

 英国 (およびEU)はNDCの目標設
定の際に包括的なモデル分析を
実施し、脱炭素コストを公開

 米国・カナダ・豪州は、政府による
推計は開示されていない

気候変動対策に対する国民意識の
高さと政府による将来の脱炭素コス
トに関する推計の公開は、必ずしも
相関しない

 インド・中国は気候変動緩和策に
よる追加コストの発生見通しが先
進国と比べて小さい

 欧州の中でもイタリアは気候変動
対策による経済便益が高く、国民
による支持率が高い

主な示唆

1. 気候変動対策のための行動変容・気候政策支持に関する16の調査項目をそれぞれ4分位 (スコア0 (0-24%)、スコア1 (25-49%)、スコア2 (50-74%)、スコア3 (75-100%))で評価し、
平均スコアが0-1.4を低位、1.5-1.9を中位、2.0以上を高位と定義

資料: 各国政府開示資料、OECD
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アジェンダ
0. 各国の特徴比較

1. 次期NDCに関する情報

2. ウクライナ侵略以降の足元のエネルギー政策

3. 中長期的なエネルギー政策

4. カーボンプライシング（CP）の導入状況

5. その他ＧＸ実現に向けた各分野（産業・業務・家庭・運輸）における支援 ・
規制措置
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1C | イギリスのNDC概要

1. NDCに関する基礎情報

目標値 ネットゼロ 2050年 

排出量 68%減1

(1990年比) 

2030年

更新年 2022年

参考：排出量、Mt CO2e

813

406 260

1990 20 2030

-68%

2. NDC達成の主要前提

 エネルギー：2030年のエネルギー消費量に占める再エネ比率30-45%、2050年
に80%を想定。次世代型原子力発電（GBP385Mnを計上）も想定している

 産業： GBP20Bnを投じてCCUSを実施し20-30 MtCO2削減予定

 運輸：充電インフラ整備、EV購入補助金、バッテリー開発・大量生産の研究など
に合計GBP300Mn以上の政府予算を計上。 2030年までに新車のゼロエミッ
ションを計画していたが、インフレによる市民の生活苦を理由に2035年に目標
先延ばし

 不動産：新規建築された建物のゼロエミッションを2050年に実現。 ヒートポンプ
導入促進のため2035年までに化石燃料ボイラーの使用禁止を計画していたが、
インフレによる市民の生活苦を理由に目標を先延ばし (石炭・石油ボイラーの使
用禁止を2026年から2035年に後ろ倒し、ガスボイラーは2035年以降も条件付
きで使用可能)

3. NDCの進捗状況と今後の論点

 エネルギーセクターでは石炭火力発電をほぼ完全に脱却し、再エネと原子力への
移行が進行中

 ウクライナ侵略については、自前のガス田を有していることと、侵略を契機に
ガス調達先の多角化を進めたことから問題としては沈静化している

 脱炭素化に向けては以下のように困難も見られるが、 2030年目標は維持の見通し

— 運輸や不動産のセクターは脱炭素化に向けた重要セクターだが、国内のインフ
レによる生活苦を踏まえ、政府は各種脱炭素化施策の先延ばしを実施

— 英国では石油・ガス業界が伝統的に強く、ロビー活動なども盛ん。政府は北海
ガス田の新規開発にゴーサインを出すなど、市民要望と産業界の間で立ち位
置が揺れ動いているという意見も

資料: UK Renewable Roadmap、” Progress towards reaching Net Zero in the UK,” Climate Change Committee

1. 海運、空運に起因するGHG排出量は除く
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セクター別GHG排出平均削減量、MtCO2e/年

直近の平均削減量
(2014-2022の8年間、実績)

目標達成に必要な平均削減量
(2022-2030の8年間、目標)

年平均削減量に関する
目標と実績の差分



17資料:BEIS (2021), UK Parliament, Net Zero Strategy, Climate Change Committee
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2021年排出量

運輸

エネルギー供給

産業

建設

農業

LULUCF

廃棄物

その他

1C | イギリスのNDC進捗

2602030年目標

現在のGHG排出量；MtCO2eq

英国のNDC目標は2030年までに全国のGHG排出量を1990年比で最低68%削減

主なKPI 支援政策

Climate Change Act、Net Zero Strategy、Carbon Budget Delivery Plan、 UK Clean Growth 

Strategy

Heat and Buildings Strategyによる£450百万規模のボイラー更新制度(1台につき£7,500を補助)

Net Zero Strategy、 Carbon Budget Delivery Plan、Agriculture Transition Plan、新規の環境土地
管理制度

England Tree Action Plan、England Peat Action Plan、Local Nature Recovery Strategies

£750mをNature for Climate Fundとして拠出

Resources and Waste Strategy (RWS)、UK Environment Act

2030年までに太陽光発電容量70GW、洋上風力
40GW、低炭素水素10GW導入。2035年までに電力
系統を完全脱炭素化

UK Hydrogen Strategy、British Energy Security Strategy、Energy Security Plan、エネルギー供
給のCCUSに向けたDPA (Dispatchable Power Agreement)

Transport Decarbonisation Plan、に加え、プラグイントラック1台につき購入価格の20%/最大
£25,000の助成を2025年まで実施

2030年までに化石燃料を利用する新車販売を段階的
に廃止し1、2030年までに新車の80%をゼロエミッショ
ン車に

2030年までにイングランド地方の農家の75%が低炭素
農業に参画。2035年までに85%に引き上げ

2050年までにイングランド地域の泥炭地約28万ヘクター
ルを回復

該当なし

2035年までに石油・LPGボイラーを段階的に廃止。2028

年までに全ての民間賃貸物件でエネルギー格付け「C」を
達成。2028年までに年間60万のヒートポンプ設置

UK Clean Growth Strategy、Industrial Decarbonisation Strategy、Ten Point Plan for a Green 

Industrial Revolution、Industrial Fuel Switching Competition 

2030年までに産業セクターで毎年6MtCO2のCCUSを
導入2。HBM1により水素製造を10GWに倍増

1. 2035年までに重量26トン以下、2040年までに重量26トン超の非ゼロエミッション大型車両の新車販売を段階的に廃止するコミットメント
2. 電力、水素、産業セクターを対象にCCUSクラスターを2020年台半ばまでに2カ所、2030年までに更に2カ所設置するコミットメント







20資料:German Environment Agency, UNFCCC (LTS for climate action of the Federal Republic of Germany)

主なKPI 支援政策

Renewable Energy Sources Act、Offshore Wind Energy Act、Energy Industry Act、
Wind Energy Area Requirements Act

National Emissions Trading System (nETS)、Energy Efficiency Act

2026年までに産業脱炭素化プログラムに2,000億ユーロを拠出

national Emissions Trading System (nETS)、Charging Infrastructure Master Plan

Buildings Energy Act

2023~2026年の間、効率性の高い建物への改修に563億ユーロを拠出

農業・園芸セクターにおけるエネルギー効率の強化および炭素排出量の削減を促進する連
邦プログラム

National Circular Economy Strategy

低炭素生産方法の支援として今後15年間で
約500億ユーロをCarbon Contracts for 

Difference(CCfD)に配分

2030年までに熱供給の50%を気候中立ベー
スで生産する予定。2024年現在、すべての新
規暖房装置に65%の再生可能エネルギー使
用を義務化

有機農法に使用される農地の比率を
2030年までに30%に拡大

ドイツ政府はNational Circular Economy 

Strategyの策定と廃棄物処理に対する現行の
法的枠組みを適用

2030年に最低1,500万台の乗用車を完全電気
化。早ければ2025年までに公共充電ポイントを
毎年約100,000カ所新設

2030年までに総電力消費の最低80%を再生
可能エネルギーで賄う。2030年までに石炭火
力発電を撤廃

EUの目標に加えて、ドイツは2030年までにGHG排出量を1990年比で最低65%削減することを目標としている

1. ドイツの連立政権は憲法裁判所の判決に応じて、2027年までに特別なClimate and Transformation Fundから45 billion eurosを削減した

1D | ドイツのNDC進捗
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23資料:CITEPA, EEA, European Commission

EUの目標に加えて、フランスは2030年までにGHG排出量を1990年比で最低50%削減し、2030年に270MtCO2eを
達成することを目標としている

1E | フランスのNDC進捗
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2021年時点の
排出量2

建物

運輸

産業

エネルギー

農業

廃棄物

LULUCF

2030年排出量
目標

該当なし

2030年までに家庭から出るプラスチックのリサイクル率を55%に
する

2030年までに農業セクターのGHG排出量を18%削減。有機農法
の加速化(現在の10.3%を30年までに21%に引き上げ)

大規模工業地域で2030年までに最低24百万トンCO2eの排出量
削減及び年間4~8.5 百万トンのCO2回収が必要

2030年までに総エネルギーの32%を再エネ化。2050年までに太
陽光100GW、2030年までに陸上風力40GWを確保2027年まで
に石炭火力から撤退

フランスの2030年LULUCF正味削減目
標は34百万トンCO2eの削減を示唆

EV購入にインセンティブを付与するために予算130億ユーロを計
上。道路上の全車両に占める電気自動車比率を現在の15%から
2030年までに100%へ

2030年までに石油ボイラーを75%、ガスボイラーを約20%削減
(ハイブリッドヒートポンプを除く)

主なKPI

Anti-Waste Act for a Circular Economy (2020年)

National Low-Carbon Strategy (SNBC)、2023 Climate Action Plan 

(“LA PLANIFICATION ÉCOLOGIQUE”)

National Low-Carbon Strategy (SNBC)、National Hydrogen 

Strategy (水素展開を促進する研究開発に2030年まで€70億を投資)

フランスの統合的な国家エネルギー気候計画、複数年のエネルギー計
画(EPP)、National Low-Carbon Strategy (SNBC), Energy Transition 

for Green Growth Act (LTECV)

National Biodiversity Strategy (SNB)

National Low-Carbon Strategy (SNBC)、2023 Climate Action Plan 

(“LA PLANIFICATION ÉCOLOGIQUE”)

National Low-Carbon Strategy (SNBC)、2023 Climate Action Plan 

(“LA PLANIFICATION ÉCOLOGIQUE”)、RE2020、MaPrimeRénov

支援政策
セクター別GHG排出量目標; MtCO2eq

1. Renewable energy represented 19.1% of its consumption, below the 23% target

2. 414.8 Mt CO2e not including LULUCF.397.7 Mt CO2e including LULUCF
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現在のGHG排出量、MtCO2eq

資料:EEA; Eurostat; European Parliament

EU域内の正味GHG排出量削減目標は2030年までに1990年比で55%

1.更に目標を最大45%に引き上げることを目指す |   2.改正Effort Sharing Regulationに基づき、EUの法規制は、国内輸送(航空輸送を除く)、建築、農業、廃棄物、小規模産業などに起因する既存EU ETSの対象外となっているGHG排出量に関して、加盟国
向けに個別拘束力を強化した削減目標を設定し、2030年までに2005年比でEUレベルに沿ったGHG排出量の40%削減を目指す |  3.CAGR 2019~2021年 vs 2021~2030年

主なKPI 支援政策2

2030年までに再エネ比率42.5%を達成1。最終エ
ネルギー消費を最低11.7%削減

European Green Deal and Fit-For-55、RePowerEU; Renewable Energy Directive、Energy 

Efficiency Directive、Energy Taxation Directive、Gas and Hydrogen Package、EU ETS.

2030年までにEU市場の全包装を経済的に実行可
能な方法でリサイクル可能なものにする。2030年
EE目標は11.7%

車両のCO2排出性能基準の改訂(Euro 7)。REFITで自動車の耐用年数を規定2035年以降、EUにおける新車販売をゼロエミッ
ション車化。HDVは2030年以降、排出量の45%削
減を義務化

NZIA; European Green Deal Industrial Plan; Critical Raw Materials Act (CRM Act)、EU ETS’s 

Innovation Fundは革新的な低炭素技術に約380億ユーロ拠出(2020~2030年)

Energy Performance of Buildings Directive (EPBD)、Energy Efficiency Directive (EED)

2030年までに総農地の25%を有機農法化 EUの農業セクターから出る非CO2のGHG排出量にはEffort Sharing Regulation (ESR)で対応

2030年までに海運による排出量を2005年比で
62%削減

持続可能な燃料の普及に向けたFuelEU Maritimeおよび代替燃料インフラの展開に関する規則

2025年までにEU内の空港で使用する燃料の2%を
SAFとすることを義務化。2030年までに6%へと引
き上げ予定

持続可能な燃料に関するReFuelEU Aviation Initiative。EU ETSの炭素価格は航空排出量の39%に
対して$50/t。排出量を2020年レベルに維持するためにCORSIAを策定

2030年までの陸地ベースの正味炭素除去目標は
３１億tCO2e

European Climate Lawの後押しを受けて2050年までに気候中立への到達を目指す

2035年までに都市廃棄物による埋立て地を10%未
満に留める

該当なし

EUの新築建物を2050年までに気候中立化、2028

年までにゼロエミッション化

Waste Framework Directiveは廃棄物の処理・管理に関するEUの法的枠組み。EUの2020 Circular 

Economy Action Plan (CEAP)は2030年までに資材の循環使用を倍増させることを目指す

該当なし

902エネルギー

782

88その他の燃焼

70

廃棄物

航空

LULUCF

2030年目標

109

運輸 129

農業 378

建設 455

産業

2021年排出量

757

3,441

-230

~2,066

運輸

1G | EUのNDC進捗







32資料:EEA, European Commission, Spain NECP (2023), Red Eléctrica de España, Statista, CEPSA, MITECO

スペインはNECPを更新し、2030年目標の排出削減量を1990年比で23%から32%に引き上げ3

1H | スペインのNDC進捗

1. 276MTCO2eに国際航空および国際船舶輸送を含む
2. 主として製造業
3. NECP 2023-2030案の措置を通じて、総GHG排出量を2019年の309.8 MtCO2eqから2030年に194.6 MtCO2eqに減少させることを目指す
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LULUCF 該当
なし

Circular Economy Strategy 2030、Law 7/2022 on Waste and

Contaminated Soil

該当なし

該当なし該当なし

CAP Strategic Plan 2023-2027、Agri-Food PERTE該当なし

Long Term Building Renovation Strategy (ERESEE)暖房・冷房に占める再エネ比率を年2.07%増大
(2026~2030年)。最終エネルギー消費の73%を再
エネ化

National Strategy for Green Infrastructure、Connectivity and Ecological Restoration、State 

Strategic Plan for Natural Heritage and Biodiversity 2021-2030、Spanish Forest Strategy

2020~2050年に年間20000ヘクタールの森林を再
生して二酸化炭素吸収源としての役目を強化

National Energy and Climate Plan (NECP) 2021-2030、Sustainable Mobility Law(法案)、Climate 

Change and Energy Transition Law

2030年に電気自動車5.5 百万台

National Energy and Climate Plan (NECP) 2021-2030、Climate Change and Energy Transition 

Law、Energy Storage Strategy、Plan SE

2030年までに最終エネルギー消費の48%、発電量
の81%を再エネ化、エネルギー効率の44%向上、
22GWのエネルギー貯蔵

PERTE for Industrial Decarbonization、Hydrogen Roadmap of Spain、PERTE ERHA(7件のプロ
ジェクトに$1,000万および$1,500万を助成)

産業セクターの脱炭素化に€116億2。2030年にグ
リーン水素生産用電解槽11GWを稼働

主なKPI 支援政策
セクター別GHG排出量目標、MtCO2eq
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1I | インドのNDC概要

1. NDCに関する基礎情報

目標値 ネットゼロ 2070年

GDP単位当たりのCO2排
出量 45%減 (2005年比)

2030年

設定年 2022年

参考：排出量、経済的原単位 (GDP1,000ドル当たりMt CO2)

0.47
0.26 0.25

2005 20 2030

-45%

2. NDC達成の主要前提

3. NDCの進捗状況と今後の論点

2050年までのCO2排出量、Mt

 全体的な進捗状況は順調

 今年11月にICMの基本ルールを決定した：1. ICMを2026年に設立；2. 単位当
たりのGHG排出上限を設定；3. 再生エネルギー証書は排出量と相殺できず

 2019年、インドは2.9 GtCO2e を排出している。その中で、約 70%が電力、鉄
鋼、自動車、航空、セメント、農業からの排出

 ネットゼロエミッションを達成するには、一次エネルギー供給の73% をゼロカー
ボン源から生成する必要がある。この移行には発電量を5倍に増やす必要があ
り、その93％は非化石資源によるもの。また、低炭素水素はエネルギー需要の
11％をカバーし、バイオエネルギーは非化石燃料エネルギーの12％を占める

 最終エネルギー需要に占める化石燃料の割合は、現在の72% から 2070 年ま
でに 27% に減少する必要がある。石炭需要は2070 年までに現在のレベルの
25%に低下。天然ガスは移行燃料として機能し、需要は2040 年代まで増加し、
現在のレベルから60%増加

 2030年まで、500GWの再生エネルギーを導入すると政府が宣言

資料: IEA, 新聞、1.5°C national pathway explorer website, McKinsey “Decarbonizing India” 

 目標達成には再生エネルギーの導入及び炭素市場（India Carbon Market 

“ICM”）の設立が重要

 運輸部門：2030年までに鉄道部門を脱炭素化

 自動車部門：2070年まで84%の新車販売がEVへ

 石炭利用：産業部門において2065年まで石炭利用廃止、その他の部門におい
て2060年までに利用廃止

 電力部門：石炭発電は2030年までにピークを達し（240GW）、2050年に
194GWまで減少

1,125
1,273

931
793

2020 30 40 20508
25

52

93

2022 30 40 2050

太陽光および陸上風力発電の年平均導入容量, GW
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1I | インドのNDC進捗

2,508

98

1,147

762

337

164

2019年排出量

電力

産業

運輸

建物

農業・その他

2030年排出量目標

現在のGHG排出量、 MtCO2e

747

4,632
インドはGDPに対するGHG排出量割合を2005年レベルの45%まで削減するNDC排出量削減目標を順調に達成する

見込み

主なKPI 支援政策

2030年までに発電容量(500GW)の50%を非化
石燃料エネルギー由来とし、2031~2032年まで
に貯蔵容量74GWを達成

National Action Plan for Climate Change (NAPCC) Energy Conservation Act、National 

Electricity Plan (NEP)、Production-linked Incentive (PLI) scheme、Viability Gap Funding 

(VGF)、蓄電機器の関税免除、最低限の再エネ購入/配電の義務化、Energy Storage 

Obligation (ESO)、National Green Hydrogen Mission

Carbon Credit Trading Scheme (CCTS)、National Green Hydrogen Mission、Energy 

Conservation Act、Perform, Achieve, and Trade (PAT) mechanism

2030年までにグローバル水素市場の10%を獲
得

エネルギー効率化の達成に向けたAgricultural Demand Side Management (AgDSM)、農作業
におけるディーゼル使用を削減するPM-KUSUM scheme、N2O排出量の削減に向けた
Department of Fertilizesによる措置

2030年のEV販売比率を自家用車30%、商用車
70%、バス40%、二輪・三輪車80%とする。2030

年までにインド鉄道のネットゼロ化

Faster Adoption and Manufacturing of Electric Vehicles in India (FAME)、 Bharat Stage 

(BS) VI、Voluntary Vehicle Scrappage Policy、全車を対象としたFuel Consumption 

Standards (FCS)、National Urban Transport policy、Smart Cities Mission

該当なし Energy Conservation Building Code (ECBC)、India Cooling

Action Plan (ICAP)、Buildings Energy Efficiency Programme

該当なし

エネルギー関連のCO2排出量 その他の排出

資 料:Indian Ministry of Power、Climate Action Tracker、Climate Transparency、記事検索
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ドイツにおけるロシア産エネルギーの割合、%、2021

年 ウクライナ情勢の影響: 

石油

ガス

石炭

66% 34%

50% 50%

45% 55%

資 料:Federal Office of Economics and Export Control (BAFA)

その他 ロシア

石炭火力発電の
段階的廃止

 新連立政権は石炭火力発電の段階的廃止を(2038年から)2030年
に前倒しすることを決定

 無煙炭火力発電所の早期廃止を行う事業者への補償を行うため
のオークション制度を導入

供給の多様化  陸上風力年間10GW、太陽光年間22GWの容量拡大。洋上風力
エネルギーも、2030年までに最低30GWに目標を引き上げ

 液化天然ガス(LNG)の輸入インフラを自国に確立し、2022年末に
国内のガス輸送網へのLNGの直接供給を開始

 ドイツはロシアに対する制裁のパッケージの一環として、ガスパイ
プライン「ノルドストリーム2」の承認プロセスを停止

 更新された水素戦略にはブルー水素活用への助成を含む(ブルー
水素の生産は対象外)。グリーン水素を引き続き重視

省エネ化の促進  エネルギー危機に反応して、ヒートポンプなどの低排出暖房システ
ムの家庭需要が急増

 Energy Efficiency Actは2030年までに年間約500 TWhのエネ
ルギー消費削減を目指す

2D | ウクライナ侵略のドイツエネルギー需給への影響
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フランスにおけるロシア産エネルギーの割合、%、
2021年 ウクライナ情勢の影響: 

石油

ガス

石炭

91% 9%

65% 35%

78% 22%

資 料:Euractiv, BACI, European Commission

その他 ロシア
エネルギー自給  原子力に重点を置いた「エネルギー主権法案」の草案を公表

 なおも2カ所の石炭火力発電所が稼働しており、1カ所はエネル
ギー危機への対応として2022年に稼働を再開

 2027年までに2カ所の石炭火力発電所をバイオマスに転換するこ
とを発表

供給の多様化  政府は2050年までに100GWを上回る設備容量を実現するために
太陽光の十倍増を目標に掲げる他、陸上風力の発電量を40GW

に倍増させることや50カ所の洋上風力発電パークの展開を通じて
容量40GWを達成することを目指している

 ガス供給の確保に向けたLNG輸入インフラへの投資を促進

省エネ化の促進  フランス政府は2022年に同国のエネルギー消費量を10%削減す
ることを目指す政策パッケージの展開を開始 (2050年までにエネ
ルギー消費量を40%削減する目標)

2E | ウクライナ侵略のフランスエネルギー需給への影響
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イタリアにおけるロシア産エネルギーの割合、%、
2021年 ウクライナ情勢の影響: 

石油

ガス

石炭

88% 12%

50% 50%

59% 41%

資 料:IEA

その他 ロシア ロシアからの輸入へ
の依存

 イタリアのエネルギーミックスと電力生産の中心を天然ガスが占め、
ロシアからの輸入に対する依存度が高いため、政府は2022年9月
にNational Plan for the Containment of Natural Gas 

Consumptionを発表

 発電ミックスにおいてガスより他の燃料による発電を最大化させる
戦略により、2021~2022年に石炭発電が61%増加

 政府はロシアからのガス輸入を2025年までに停止する予定。
2022年にはロシアからのガス輸入を19%に半減

供給の多様化  イタリアはガス供給ルートとソースを多角化させ、既存の液化天然
ガス(LNG)とパイプラインインフラを通じた輸入を拡大

 政府は新規の陸上・洋上風力による再エネ発電容量を2023年以
降毎年8GW増やすことを計画

省エネ化の促進  産業セクターにおけるエネルギー効率の向上と住宅・商業建物の
エネルギー効率改善に焦点を絞った対策を検討

2F | ウクライナ侵略のイタリアエネルギー需給への影響
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スペインにおけるロシア産エネルギーの割合、%、
2021年 ウクライナ情勢の影響: 

石油

ガス

石炭

95%

5%

73% 27%

91% 9%

資 料:IEA、Trend Economy、CORES、BACI、NECP

その他 ロシア
ロシアからの輸入の
継続

 2023年7月のスペインによるロシアからのガス輸入は前年同月比
で65%増加

 ロシアからの天然ガス輸入シェアは2021年の9%から2022年には
13%に上昇

 スペインにとってロシアはアルジェリアに次ぐ最大のサプライヤー

供給の多様化  NECP 2021-2030は外部へのエネルギー依存度を2019年の73%

から2030年には51%に引き下げることに言及

 風力および太陽光発電が40.3%増加し、特に後者は2019~2022

年で201.6%成長し、供給多角化が進む

 再エネは、2022年には電力需要の42%をカバー (2019年は38%)

省エネ化の促進  2022年10月に政府はMore Energy Security Plan (Plan + SE)

を採択。同計画によって、省エネ化と効率化を図る計73の追加措
置が導入され、再エネ領域へのエネルギー移行を促進

2H | ウクライナ侵略のスペインエネルギー需給への影響
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2J | ウクライナ侵略の中国エネルギー需給への影響

中国におけるロシア産のエネルギーの割合; %, 2021 ウクライナ情勢を踏まえた対応

石油1

ガス2

石炭3

083% 17%

17% 083%

85% 015%

その他の国からの輸入

ロシアからの輸入

資 料:The Russian invasion of Ukraine and China’s energy markets, the Oxford Institute for Energy Studies (OIES), 2022、China Customs 

エネルギー輸入政策の重
要な変化無し

 ウクライナ侵略によって中国のエネルギー政策に重要な変化は生
じず

 ロシアが他の多数国による制裁に直面したため、短期的にロシア
から中国への石油輸出が大幅に増加

エネルギーセキュリティと
再エネへの移行のバランス
調整

 中国政府は長期的には再エネ重視を公約に掲げながらも、短期
的には石炭による、より強固なエネルギー保証を可能にするため、
石炭発電を「補助的役割」と見なして「クリーンかつ効率的な石炭
利用」を奨励

エネルギーセキュリティの
強化

 ウクライナ侵略で生じた天然ガス価格の変動により、エネルギー
セキュリティへの関心が上昇

 第十四次五カ年計画はエネルギーセキュリティの重要性とその確
保に向けた石炭の役割を強調

 そのため同計画には石炭の段階的廃止目標が含まれず、また総
石炭消費量の制限も削除(前回の五カ年計画に記載)

1.2021年にロシアは2番目に大きい石油供給国として中国に原油1.6 mb/dを供給。 | 2.パイプラインガスとLNGの合計。2021年にロシアは3番目に大きい石油供給国として中国にガス16.8 bcmを供給。 | 2.ロシアは2021年の2番目に大きな輸入石炭の供給国
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3I | インドの中長期エネルギー政策

前提条件

外生的環境の変化

 国際的圧力の影響:排出量削減に対する
インドの保守的なコミットメントには国際社
会から継続的に批判が寄せられており、
その勢いは増す可能性がある

 ウクライナ侵略の影響: ウクライナ侵略の
余波でロシアのエネルギー価格が下がっ
たため、インドはロシアへの依存を増大さ
せた

3E+S枠組みにおけるエネルギー政策概要

鍵となる政
策目標

国別削減目標

1,811
3,010

4,632

2005 2016 2030 2070

0

現在の電源構成

 2019年に電力セクターはインドにおける
エネルギー関連の総CO2排出量の46%

を占めた。2023年5月時点の設備容量の
内訳は: 

— 化石燃料: 約57%

— 再エネ: 約41%

— 原子力: 約2%

 インドは化石燃料(石炭、ガス、石油)の
40%を輸入

 過去数年間で再エネの設備容量が大幅
に増加

Central Electricity Regulatory Commission (CERC)内の「グリッドコード」の最新版にサイバーセキュリ
ティに関するチャプターが含まれており、インド国内の連系送電線、変電所、発電所からなる高電圧バック
ボーン系統を保守するための一連の規則と基準が規定されている

安全性

経済性
インドはなおも国全体で工業化を推進中。そのため、経済開発の基盤となる電力セクターを最優先とし、高
い追加コストを要しそうな再エネ活動を無視するリスクを冒している

環境
2070年までにネットゼロを達成する上で二酸化炭素吸収源としての森林の役割を認定したForest 

(Conservation) Amendment Billが2023年に通過。しかし野党から批判され、いまだ最終承認に至らず

安定供給

インドはグローバルな場でエネルギーセキュリティを強化することに注力。2022年11月のG20サミットで、イ
ンドの首相はインドのエネルギーセキュリティを保護するよう訴え、ロシアからのエネルギー供給を制限す
ることに反対した

資料:Ministry of Environment, Forest and Climate Change, Climate Transparency, International Institute for Sustainable Development

2030年までにGDP当たりの排出量(条件無し)を2005年比で45%削減し、非化石燃料による設備容量(条件
付き)を50%に引き上げ
排出量目標の推移 、Mt CO2e

1

x

0.76 0.55

排出量/GDP(2005年レベル=1と仮定)

01

1. LULUCFなどの炭素吸収によるネガティブエミッションを含む
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5 |各国の業務・家庭部門脱炭素化への支援策

資料: Climate Policy Database

例示資料

低炭素建物向けの補助金化石燃料暖房の禁止・建築基準法

中国は2022年に建築基準法を改訂し、
2025年まで都市部のすべての新規建物
の建設にグリーン建築基準を適用すること
を義務化

オーストラリアの「国家建設コード(2022)」
にはエネルギー消費と炭素排出の削減を
目指す新規の性能要件が含まれている

2023年にドイツ政府は、2024年以降に宅
地開発地域の新築建物内で新たに石油・
ガス暖房システムを使用することを禁止す
る法案を提案

2023年にニューヨーク州は、新設の建物で
化石燃料による暖房設備の使用を禁止す
る法律を2026年に施行することを発表

禁止

建築基準法

韓国政府は「再生可能エネルギー法(2022)」
の一環として、再生可能エネルギーを利用し
た機器を住居や建物に新規設置する場合、
費用の50%に補助金を支給

イタリアは無炭素暖房機器の設置(ヒートポ
ンプ、バイオマスボイラー、太陽熱利用シス
テムなど)に補助金を支給

米国のインフレ抑制法(IRA)は低炭素の建物
に対して約US$500億の補助金を支給

英国政府は化石燃料による暖房装置をヒー
トポンプやバイオマスボイラーに 代替する場
合に補助金を提供

2023年にフランス政府は、グリーン転換(建
物のエネルギーリノベーションを含む)を支援
するために€70億(US$70億)の公的融資を
発表

建物の脱炭素化目標

フランスの「国家低炭素戦略」は2050年まで
に建物内の暖房を無炭素技術のみを使用し
たものに限定する目標を設定

2021年改正のEU「建築物のエネルギー性
能指令(EPBD)」は、2030年までに建築業界
における最低60%の排出量削減(対2015年)、
および2050年までに気候中立の達成が目標

カナダの「グリーン建築戦略」は、2050年ま
でに建築物の排出量ネットゼロを目指し、そ
れに沿って2030年までに排出量を37%削減
(対2005年)する目標を設定

英国の「国家熱・建物戦略」には2050年まで
に建築業界でネットゼロを達成する目標が含
まれている

発表済み 法制化済み
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大型車(HDV)軽量車(LDV)

EUは乗用車と小型商用車(バン)の全新車に対し
て2035年までにCO2排出量のネットゼロ達成を
義務づけることを暫定的に承認

概要政策の種類 国 概要国

排出基準

政策の種類

発表済み 法制化済み

カナダは2035年までに軽量車の新車販売をゼロ
エミッション車(ZEV)100%とすることを義務付ける
規制を提案

中国は2025年までに販売される全新車の20%を
新エネルギー車(NEV)とする年間販売目標を設
定

韓国は電気自動車の購入に1台あたり最大
USD5,400を補助

投資・補助金

イタリアはEV向けのインセンティブとして2022年
～2024年の間に毎年€650百万を配分

EUは2030年以降のHDV向け排出基準を強化し、
2040年に排出量の90%削減(対2019年)を達成
することを提案

環境保護庁(EPA)は2027年～2032年における全
車両対象の燃費とHDV向けの排出基準を提案

フリート目標 韓国は水素燃料の商用車(バス、トラック)を2030

年までに3万台にする目標を発表

EUは都市部のバスを2030年までにすべてゼロエ
ミッション車化することを義務付けることを提案

販売面の
義務化

英国はディーゼル、ガソリン、ハイブリッドによる
大型貨物車両の新車販売を2040年までに段階
的に禁止することを発表

カナダは一部のタイプの中型車(MDV)と大型車
(HDV)の販売を2040年までに100%ゼロエミッ
ション車化する規制を提案

資料: Climate Policy Database

例示資料

販売面の
義務化

販売目標
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持続可能な航空燃料(SAF)の義務化

資料: Climate Policy Database

例示資料

投資・補助金
法規制・目標設定・
カーボンプライシング

インドは2025年までにSAFを1%使用すること
を同国内の航空会社に義務付けることを提案
(将来的に4～5%に増大する可能性あり)

英国の「ジェットゼロ」戦略は2030年までに
ジェット燃料の最低10%をSAFとすることを義
務化

2025年までにEU内の空港で利用する燃料の
2%をSAFとすることを義務化。将来的に
6%(2030年)、20%(2035年)、70%(2050年)と
段階的に引き上げを予定

インドネシアは2025年までにジェット燃料にバ
イオ燃料を5%混合することを義務化

ブラジルの航空会社に対して、2037年までに
SAF利用による排出量削減10%の実現を義務
化(法案は署名段階を経て議会に送付済み)

IRAに基づく米国連邦航空局(FAA)の
Fuelling Aviation’s Sustainable 

Transition (FAST) Grant ProgramはSAF

にUSD46.53百万を配分し、資格を満たし
た混合燃料の一部として販売されたSAF

に対して1ガロンあたりUSD1.25の税額控
除を提供

「持続可能な航空技術イニシアティブ」
(INSAT)は、ハイブリッド燃料・代替燃料によ
る推進装置、航空機のアーキテクチャー、持
続可能な燃料への転換、航空機インフラに
関わる共同R&Dプロジェクトへの支援として
CAD$350百万を拠出

オーストラリア再生可能エネルギー庁
(ARENA)は農業由来のフィードストックを使
用するSAF産業を同国内で確立するために
AUD$3千万を投資

英国の「ジェットゼロ」戦略は2040年までに同
国内の航空路線でネットゼロ排出を達成するこ
とを目標に設定

フランスは2時間半の鉄道移動でカバーできる
範囲の航空路線の運航を禁止

2021年以降、英国の排出権取引制度には航
空セクターが含まれる。無償排出割当は2026

年から段階的に廃止予定

中国民用航空局(CAAC)は2025年までにSAF

の累積消費量を5万トンにする目標を設定

法規制

目標設定

カーボンプライシング

EUの排出権取引制度には航空セクターも含ま
れる。無償割当は2026年から段階的に廃止予
定

発表済み 法制化済み


